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第１章 事業の概要 

 

１．目的 

再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成２３年法律第１０８

号。以下「再エネ特措法」という。）に基づく固定価格買取制度及びＦＩＰ制度（以下

「ＦＩＴ制度等」という。）においては、各地方経済産業局（内閣府沖縄総合事務局経済

産業部を含む９カ所）のＦＩＴ制度等担当課が、再生可能エネルギー発電事業計画の認定

実務を担当しており、申請書の記載項目や添付書類の確認審査及び認定業務などを行って

いるが、再エネ特措法の改正に伴う認定基準の厳格化、各種運用ルール変更等に伴い、申

請内容や制度に関する問い合わせが増加している。再エネ特措法電源種毎にとりまとめら

れた資源エネルギー庁の事業計画策定ガイドラインにおいては、再エネ特措法及び同法施

行規則に基づき事業計画の認定の申請を行う発電事業者及び同法認定事業者（以下「再エ

ネ特措法発電事業者」という。）は、事業計画作成の初期段階から地域住民との適切なコ

ミュニケーションを図るとともに地域住民に十分配慮して事業を進めるよう努めることと

されており、配慮すべき住民の範囲や説明会の開催や戸別訪問など具体的なコミュニケー

ションの方法については自治体と相談するように努めることとされているが、実際には地

域住民への説明や自治体への相談が不十分なことから地域との間でトラブルとなっている

案件も散見される。 

このため、トラブルが生じている事案については、地域と共生して長期安定的に電力を

供給できるよう、立地自治体と連携し再エネ特措法発電事業者にトラブル収束に向けた取

組を促すとともに、関係法令等への違反が確認された場合には、不適切な事案として厳格

な対応を行う必要がある。更に今後発生しうる不適切な事案を未然に抑止する観点から

も、現状の不適切な事案の発生原因を調査し、不適切な事案の減少に寄与する方策も検討

することが望ましい。 

本事業は、九州経済産業局エネルギー対策課（以下「担当課」という）の再エネ特措法

執行における業務負担を含めた社会全体でのトータルコストの削減、審査の迅速化の実現

及び不適切な事案の問題解決プロセスを構築するため、様々な解決策を積極的に追求でき

るよう、実際に起きている事象から因果関係を捉え、担当課の継続した業務体制構築に資

する業務支援及び改善策の提案・実行・調査を行うことを目的とする。 

 

２．実施概要 

本事業では、担当課における不適切な案件や各種問合せ対応等の業務支援を通じて、発

電事業者の不適切案件情報提供対応（指導・現地確認・情報収集・蓄積）やその対応に係

るスキームの構築・改善点の提案を行った。また、関係自治体との連携強化を図るための

会議の開催、自治体へのヒアリング等を行った。 
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なお、事業の実施に当たり、担当課と全体方針や計画の策定、進捗の確認、業務支援内

容や現状整理、要員配置調整など担当課と連絡を密にとり、各段階で十分に協議し、決定

した。主な実施概要は以下のとおり。 

１．発電事業者の不適切案件情報提供対応 

２．関係自治体との連携強化 

（１）関係自治体との連携強化を図る会議の開催 

（２）再エネ発電設備導入に係る事例のヒアリング 

３．不適切案件等を含む問い合わせ・情報提供への対応に係るスキームの構築及び提案 

 

また、本業務の進捗状況については、月 1回程度の定例会議を開催することで、定期的

に担当課に報告並びに必要な協議を行った（定例会議のほか、必要に応じて適宜オンライ

ン会議等で密に連絡をとり事業を遂行した）。 

【定例会議の開催】 

■第 1回：令和 5年 7 月 4 日（火）13:30～15:30／オンライン形式 

■第 2回：令和 5年 8 月 1 日（火）13:30～15:30／オンライン形式 

■第 3回：令和 5年 8 月 29 日（火）13:30～15:30／オンライン形式 

■第 4回：令和 5年 9 月 25 日（月）15:00～17:00／オンライン形式 

■第 5回：令和 5年 11月 1 日（水）13:00～15:00／オンライン形式 

■第 6回：令和 6年 1 月 18 日（木）10:00～12:00／オンライン形式 

■第 7回：令和 6年 2 月 21 日（木）10:00～12:00／オンライン形式 

■第 8回：令和 6年 3 月 19 日（火）13:30～15:30／オンライン形式 
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第２章 実施内容 

 

１．発電事業者の不適切案件情報提供対応 

認定事業者の発電設備に係る不適切案件情報提供対応（指導・現地確認・情報収集・蓄

積）について、不適切案件等の情報提供（以下、「通報等」という。）を受ける窓口「九州

再エネコールセンター」を設置し、担当課及び窓口に寄せられた通報等に対し、情報収

集・整理をし、通報者や発電事業者、自治体等と連絡を取り、事実確認、原因等を調査し

た上で、担当課へ状況報告と対応方針の相談を行った。 

再エネ特措法（関係法令・条例を含む）又は事業計画策定ガイドラインが遵守されてい

ないおそれがある場合は、対応策の検討及び担当課へ報告・提案を行った上で、担当課の

指示に基づき発電事業者への改善行動を促した（適宜、必要に応じて通報者、自治体等関

係各所に連絡・調整）。改善指導等を行った案件については、指導後の状況を確認し、担

当課に報告した。 

案件ごとの対応状況や不適切案件と判断された案件について、情報収集や通報者・自治

体等関係各所との連絡調整内容、改善指導等の提案内容、指導後の状況など一連の詳細な

レポートは「九州再エネコールセンター案件及び処理連絡一覧」に集約し、担当課への報

告並びに協議用データとして活用した。 

 

（１）認定事業者の発電設備に係る不適切案件等の情報提供を受ける窓口の設置 

弊社内部に電話及びメールにより通報等を受け

られる窓口として、「九州再エネコールセンター

（以下、「センター」という。）」を設置した。 

 

名称：九州再エネコールセンター 

期間：令和 5年 7月 3日～令和 6年 3月 25 日 

平日（年末年始を除く）9時～17時まで 

（12時～13時まで休憩時間） 

電話：0120-210-711 

メール：kyu-fit-center@arpak.co.jp 

人員体制：1～3名程度 

（専属スタッフ 1名含む） 

  

図表 1-1 窓口開設の案内チラシ 



4 

 

図表 1-2 九州経済産業局ホームページにおけるセンター掲載 
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（２）通報等への対応に向けたマニュアル等の整備 

センターへの通報に対する対応について、担当課と協議の上、対応の手順を「不適切案

件対応マニュアル」として取りまとめた。また、手順の円滑な進行、並びに「３．不適切

案件等を含む問い合わせ・情報提供への対応に係るスキームの構築及び提案（以下、

「３．スキーム構築」という。）」に向けた対応事例の蓄積のため、データベースシステム

を構築した。 

 

①不適切案件対応マニュアル 

本年度の事業実施体制に基づき、センター及び担当課の役割分担を取り決めた上で、対

応の工程を下記のとおり整理した。 

なお、工程ごとのポイントや使用する様式等の詳細情報は、センターの運営経験を踏ま

えて、「３．スキーム構築」に係る提案書の「添付資料①_不適切案件対応マニュアル」と

して取りまとめた。 

 

図表 1-3 不適切案件対応の工程 

※本図表では「通報等」を「情報提供」と表記している 
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②データベースシステム 

不適切案件対応マニュアルに取り決めた手順を踏まえ、下記構成のデータベースシステ

ムを構築した。 

なお、データベースの要件の詳細については、センターの運営経験を踏まえて、「３．

スキーム構築」に係る提案書の「添付資料①_データベースにおいて管理すべき項目」と

して取りまとめた。 

 

図表 1-4 本業務において構築したデータベースの構成 

 

 

 

 

  

 

事業者 
案件 

処理連絡（最初） 

処理連絡 

処理連絡 

処理連絡（最後） 

… 

発電事業者 

処理連絡 

発電事業者_担当者 

保守点検 
責任者 

保守点検 
責任者_担当者 

… 

… 

対応方針 

対応方針 

… 

対応方針 

トラブル 

トラブル 

… 

トラブル 

※太枠…データベースのテーブル 
細枠…レコード 
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（３）不適切案件対応の状況 

本事業の不適切案件対応の状況・結果は下記のとおりである。 

 

①案件一覧 

下記の通報案件に係る対応を実施した。 

なお、各案件の対応状況の詳細については、別添にて報告する。 

 

図表 1-5  本年度発生した不適切案件の一覧（23件） 

案件

No 

所在地 出力(kW) 摘要 

1 － － 問合；CC 業務の詳細 

2 熊本県 50kW以上 1000kW未満 土砂流出への対応 

3 福岡県 10kW以上 50kW未満 安全性の不安 

4 熊本県 10kW以上 50kW未満 雑草繁茂、倒木等の恐れ 

5 － － 問合；認定計画との乖離の疑い 

6 熊本県 50kW以上 1000kW未満 条例遵守について 

7 鹿児島県 10kW以上 50kW未満 柵塀・標識未設置、雑草繁茂 

8 長崎県 50kW以上 1000kW未満 条例遵守について 

9 長崎県 50kW以上 1000kW未満 条例遵守について 

10 鹿児島県 1000kW以上 2000kW未満 反射光、騒音等 

11 長崎県 10kW以上 50kW未満 柵塀・標識未設置、設計・施工に係る安

全性の不安 

12 － － 問合；PPA事業者倒産の場合の対応 

13 宮崎県 10kW以上 50kW未満 問合；認可の妥当性への疑義 

14 鹿児島県 － 造成地の放棄 

15 鹿児島県 10kW以上 50kW未満 柵塀・標識未設置 

16 佐賀県 10kW以上 50kW未満 工事残置物放置、小規模の土砂流出、雑

草繁茂等 

17 － － 問合；CC 業務の詳細 

18 宮崎県 10kW以上 50kW未満 雑草の繁茂 

19 宮崎県 10kW以上 50kW未満 雑草の繁茂 

20 宮崎県 10kW以上 50kW未満 雑草の繁茂 

21 宮崎県 10kW以上 50kW未満 雑草の繁茂 

22 宮崎県 10kW以上 50kW未満 雑草の繁茂 

23 鹿児島県 50kW以上 1000kW未満 自治体要請への不対応 

  



8 

 

②現地調査の実施内容 

下記の現地調査を実施した。 

なお、現地調査の詳細については、別添にて報告する。 

 

図表 1-6  現地調査の一覧（8か所・9件） 

案件

No 

所在地 摘要 調査内容 

1 熊本県 土砂流出への対応 ■1回目 

・現地確認、補修計画確認 

■2回目 

・補修工事の進捗確認 

2 熊本県 雑草繁茂、倒木等の恐れ ・通報内容の確認 

3 鹿児島県 柵塀・標識未設置、雑草繁茂 ・通報内容の確認 

4 長崎県 条例遵守について ・通報内容の確認 

5 長崎県 条例遵守について ・通報内容の確認 

6 鹿児島県 反射光、騒音等 ・通報内容の確認 

7 長崎県 柵塀・標識未設置、設計・施工に係る

安全性の不安 

・通報内容の確認 

8 鹿児島県 造成地の放棄 ・通報内容の確認 
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（４）不適切案件の分析 

本年度発生した不適切案件について、発生地点や各種属性等に関する集計と分析を実施

した。 

※分析対象は、令和 5年 7月 1日から令和 6年 2月 21日の間で発生した案件である。 

 

①発生地域の分布 

・大分県以外のすべての県で通報案件が発生した。 

・凡そ東側の地域では通報案件は発生しなかった。 

 

②属性別の整理 

〔通報（情報提供）の経緯〕（単一選択） 

・「直接（近隣住民等）」（56.5%）が最も多く、「代行（自治体）」(34.8%)が続いた。 

・なお、「直接（近隣住民等）」の中には自治体からCC窓口を紹介されたケースが複数有

り、自治体が対処に困っている状況が散見された。 

 

図表 1-7  通報（情報提供）の経緯（表・グラフ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔発電出力〕（単一選択） 

・「10kW以上 50kW未満」（52.2%）が最も多く、「50kW以上 1000kW未満」（21.7%）が

続いた。 

図表 1-8  発電出力（表・グラフ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

〇情報提供の経緯（情報提供者の属性） n= 23

No 項目 実数 割合

1 代行（局） 2 8.7%

2 代行（自治体） 8 34.8%

3 代行（その他公共団体） 0 0.0%

4 直接（近隣住民等） 13 56.5%

5 その他 0 0.0%

23 100.0%計

〇発電出力 n= 23

No 項目 実数 割合

1 10kW未満 0 0.0%

2 10kW以上50kW未満 12 52.2%

3 50kW以上1000kW未満 5 21.7%

4 1000kW以上2000kW未満 1 4.3%

5 2000kW以上 0 0.0%

6 設備情報なし 5 21.7%

23 100.0%計
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〔事業者の所在地〕（単一選択） 

・発電事業者においては、34.8%が同県内に、21.7%が同県外に所在した。 

・保守点検責任者においては、17.4%が同県内に、43.5%が同県外に所在した。 

 

図表 1-9  事業者の所在地（表・グラフ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔設備の運営方法〕（単一選択） 

・「非専門事業者による直接運営」(26.1%)が最も多く、「専門事業者による直接運営」「個

人による委託運営」（共に 17.4%）と続いた。 

・「その他」の内容は下記のとおり。 

－FIT 認定を計画していたと見られる土地において、造成工事が中途半端な状態で中断

し、放置されている。工事は地元工事業者が実施したが、発電事業計画の実質的主体は

遠方の専門事業者だと見られる。 

 

図表 1-10  設備の運営方法（表・グラフ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

    

     

    

     

    

    

     

    

    

     

    

     

    

     

              

ごく近隣

同県内

九州内

九州外（関 ）

九州外（   ）

九州外（その他）

不明

事業者の所在地

発電事業者 保守点検責任者

〇事業者の所在地 n= 23

実数 割合 実数 割合

1 ごく近隣 2 8.7% 2 8.7%

2 同県内 6 26.1% 2 8.7%

3 九州内（県外） 0 0.0% 5 21.7%

4 九州外（関西） 3 13.0% 0 0.0%

5 九州外（首都圏） 1 4.3% 5 21.7%

6 九州外（その他） 1 4.3% 0 0.0%

7 不明 8 34.8% 9 39.1%

21 91.3% 23 100.0%

発電事業者 保守点検責任者
項目No

計

※「専門事業者」とは再エネ関連事業を軸としている事業
者をイメージしており、自社HP等においてそのよう
に標榜している場合に判定している。 

〇設備の運営方法 n= 23

No 項目 実数 割合

1 専門事業者による直接運営 4 17.4%

2 専門事業者による委託運営 1 4.3%

3 非専門事業者による直接運営 6 26.1%

4 非専門事業者による委託運営 2 8.7%

5 個人による直接運営 2 8.7%

6 個人による委託運営 4 17.4%

7 その他 1 4.3%

8 判定できず 0 0.0%

9 事業者情報なし 3 13.0%

23 100%計
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〔不適切性〕（複数選択） 

・「柵塀・標識」（下表 01番台）関連が 65.2%、「メンテナンス」（同 02 番台）が 78.3%と

最も多く見られ、「対話不足」（21.7%）「関係法令・条例違反等」（17.4%）と続いた。 

・「その他」の内容は下記のとおり。 

－近隣住民が発電設備の撤去を求めて、自治体に対し、設備設置の一因となった農地転用

許可の妥当性について、審査請求を実施している。 

－認定地番を越境して他者の土地までパネルが設置されている。また、工事により里道が

消失している。 

－FIT 認定を計画していたと見られる土地において、造成工事が中途半端な状態で中断

し、放置されている。土砂流出が起こっており、残置物の崩落も危惧されている。 

 

図表 1-11  不適切性（表・グラフ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

〇不適切性 n= 23

No 項目 実数 割合

1 01-1_柵塀の未設置 4 17.4%

2 01-2_柵塀の設置不十分 3 13.0%

3 01-3_柵塀の破損 0 0.0%

4 01-4_標識の未設置 7 30.4%

5 01-5_標識の誤情報 0 0.0%

6 01-6_標識の情報不足 1 4.3%

7 02-1_雑草の繁茂 8 34.8%

8 02-2_パネルの破損 0 0.0%

9 02-3_その他設備の破損 1 4.3%

10 02-4_土砂流出 4 17.4%

11 02-5_工事残置物の放置 3 13.0%

12 02-6_その他危険な状況の放置 2 8.7%

13 03_廃棄 0 0.0%

14 04_対話不足 5 21.7%

15 05_関係法令・条例違反等 4 17.4%

16 06_構造強度不足 0 0.0%

17 07_パネル飛散 0 0.0%

18 08_未稼働措置逃れ 0 0.0%

19 09_太陽光無断増設 0 0.0%

20 10_分割・土地権原 0 0.0%

21 11_その他 3 13.0%

45計
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③不適切案件の分析 

・不適切案件の多くは近隣住民によって発見され、自治体への相談の末、CCに通報が為

された。 

・発電出力別に見ると、10kW以上 50kW未満の設備が最も多く、50kW以上の設備の倍

であった（ただし、九州地域全体の設備件数を考えると、前者が多数潜在している可能

性がある）。 

・発電事業者は近く（同県内）に、保守点検責任者は遠く（同県外以遠）に所在している

傾向が見られた。なお、保守点検責任者が   に所在する場合がやや多く見られた。 

・設備の運営方法を見ると、法人においては直接運営、個人においては委託運営している

場合が多かった。最も多いのは「非専門事業者による直接運営」であり、6件中 5件は

九州内の発電事業者であった。 

・不適切性を見ると、7～8割の案件が「柵塀・標識」「メンテナンス」関連の問題であ

り、これらはガイドライン違反として指摘しやすい問題である。ただし、これら問題が

単体で発生することは少なく、大半が対応の困難な不適切性を抱える問題（「対話不

足」「関係法令・条例違反」等）を複合していた（問合対応を除く 19件の案件のうち、

「柵塀・標識」「メンテナンス」関連の不適切性しか含まない案件は 5件のみ）。 

 

  



13 

 

（５）不適切案件対応の分析 

センターにおいて実施した不適切案件対応について、対応に掛かった連絡回数や、対応

の障害やポイントとなった要素について抽出、分析した。 

※分析対象は、令和 5年 7月 1日から令和 6年 2月 21日の間で発生した対応である。 

 

①1件あたりの対応に要した連絡回数 

・「～4回」(34.8%)が最も多く、「５～9回」（30.4%）と続いた。「15回以上」も 21.7%あ

った。 

・平均値は 12.04 回だった。 

 

図表 1-12  1 件あたりの対応に要した連絡回数（表・グラフ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②連絡回数に関する分析 

・５回未満で完了するケースは珍しくない(35%程度)。 

・５回未満で完了するケースは、問合や、対応の障害が特にない場合である。対応内容は

比較的単純な内容のものであり、システム化など効率化できる部分が多い（CCの認知

度に比例して、特に問合は増加していくことが予想されることから、効率化は重要であ

る）。 

・完了に５回以上かかっているケースは、何らかの「対応の障害」が見られる。 

 

  

○対応に要した連絡回数 n= 23

No 連絡回数 案件数 割合

1 ~4回 8 34.8%

2 5~9回 7 30.4%

3 10~14回 3 13.0%

4 15~19回 1 4.3%

5 20~24回 1 4.3%

6 25~29回 1 4.3%

7 30~34回 0 0.0%

8 35~39回 0 0.0%

9 40~44回 0 0.0%

10 45~49回 2 8.7%

11 50回~ 0 0.0%

23 100.0%計
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③対応の障害に関する分析 

・法令等違反の有無に関わらず、近隣住民と発電事業者が相互、又は一方的に不信感が強

い場合、対応の負担は大きくなる。 

・また同じく法令等違反の有無に関わらず、発電事業者が誠実な対応をしない場合も、対

応の負担は大きくなるか、対応のしようがない場合がある。（特に自治体においては、

根拠となる法や権限がなく、対応に難渋するケースが多くみられる） 

・対応によって抽出される観点、知見は多岐に渡る（関連法令の立法主旨、FIT 制度の改

正に関わる経過措置の詳細、FIT認定審査の際の検証内容 等）。 

・設計・施工に係る安全性の検証等、技術的観点からの対応は、近隣住民からのニーズが

一定あると思われるものの、センター、自治体とも対応困難である。 

 

④対応完了の要因に関する分析 

・近隣住民と発電事業者が相互、又は一方的に不信感が強い場合、第三者（センター、

国）が仲立ちし、コミュニケーションの支援によって地道に対応せざるを得ない場合が

ある（自治体は関与を深めるにつれて近隣住民に近い立場にならざるを得ず、完全な中

立となることは難しいことがある）。 

・FIT 制度内で近隣住民等関係者の納得する結論を得られずとも、将来に向けた情報共有

や別途制度の活用などの次善的施策で、関係者の溜飲を下げられる場合はある。その場

合は自治体他関係者との信頼関係がベースになるため、第三者（センター、国）のふる

まいは重要であり、中立・公平な差配と、全方位に寄り添う姿勢が求められる。 

・自治体対応において停滞していても、センター（国）からの連絡により発電事業者が事

態の状況を重く受け止め、速やかに状況が進展するケースは多く、自治体とセンター

（国）の役割分担が重要である。 

・設計・施工に係る安全性の検証等、技術的観点からの対応は、一元的には発電事業者に

求めることが、効率的な対応としては効果的である。ただし、地元の不信感の強い場合

等で、更なる検証が求められる場合には、この対応では完了しないと想定される。 

・問合等、知見の有ることによって対応負担が大きく削減される場合は多く、得られた観

点や知見は、共有ノウハウとして蓄積していくのが望ましい。 

 

 

 

  



15 

 

２．関係自治体との連携強化 

九州管内の関係自治体との連携強化を図るため、県ごとに計 7回の「連携強化セミ

ナー」を開催するとともに、20 自治体に対する事例ヒアリングを行った。 

 

（１）関係自治体との連携強化を図る会議の開催 

九州各県（福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県）で各

１回、自治体と連携した再エネ特措法に基づく再エネ設備の適正な導入を目的に会

議を開催した。 

 

①開催概要 

会議名称  ：連携強化セミナー 

開催時期  ：令和５年９～10 月 

回数    ：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県で各１回 

各回出席者数：20～30名程度 

開催方法  ：対面とオンラインによるハイブリッド開催 

 

②開催準備 

１）九州管内全自治体の再エネ特措法担当者名簿の作成 

作成方法：九州経済産業局より九州各県（福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大

分県、宮崎県、鹿児島県）へ登録依頼を行い全 240 自治体の登録情報

を本事業受託事業者が取りまとめ作成した。 

登録内容：自治体名／部署名／電話番号／メールアドレス 

登録期間：令和５年７月 14 日（金）～８月４日（金） 

 

２）開催案内の発送及び参加者の取りまとめ 

発送方法：上記「１）」担当者名簿登録のメールアドレスに発送 

発送日： 

・８月 10日（木）：福岡県／大分県／熊本県 

・８月 16日（水）：宮崎県／鹿児島県／佐賀県／長崎県 

申込方法： 

・電子メール：福岡県／大分県／熊本県 

・ウェブ上の応募フォーム：宮崎県／鹿児島県／佐賀県／長崎県 
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③開催結果 

１）開催概要 

〈福岡県会場〉 

日時：令和５年９月４月（月）14時～16時 

会場：JR博多シティ会議室／９階会議室（２） 

 

〈佐賀県会場〉 

日時：令和５年 10月５日（木）14時～16時 

会場：佐賀勤労者総合福祉センター(メートプラザ佐賀) ２階／大会議室 

 

〈長崎県会場〉 

日時：令和５年 10月６日（金）14時～16時 

会場：長崎新聞文化ホールアストピア ３階／珊瑚の間 

 

〈熊本県会場〉 

日時：令和５年９月 19月（火）14時～16時 

会場：くまもと森 心／５階多目的室 

  

〈大分県会場〉 

日時：令和５年９月５月（火）14時～16時 

会場：ソレイユ／６階つばき 

 

〈宮崎県会場〉 

日時：令和５年９月 28日（木）14時～16時 

会場：興亜宮崎ビル ８階／高千穂ホール 

 

〈鹿児島県会場〉 

日時：令和５年９月 29日（金）14時～16時 

会場：Li-Ka1920(ライカイチキューニーマル) ５階／RoomＢ 

 

２）プログラム 

ア 開会挨拶 

／九州経済産業局 

イ 特別講演：「地域と再生可能エネルギーの共生」 

／一般社団法人再生可能エネルギー長期安定電源推進協会（REASP） 

ウ 再生可能エネルギーを巡る政策動向について 

／資源エネルギー庁 

・エネルギー政策に関する動向 

・再エネ特措法（主に改正再エネ特措法） 
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・地方自治体向け情報閲覧システム(関係法令違反通報システムや条例データベ

ース等)の活用方法 

エ 九州地域の再エネ導入状況について 

／九州経済産業局 

・九州管内におけるＦＩＴ認定状況 

・不適切案件対応のための九州再エネコールセンター設置について 

オ 閉会 

※イ、ウ、エの各プログラム後に質疑応答の時間あり 

 

３）配布資料 

次第 令和５年度連携強化セミナー 

資料１ 特別講演：「地域と再生可能エネルギーの共生」 

資料２ 再生可能エネルギーを巡る政策動向について 

資料３ 九州地域の再エネ導入状況について 

資料３参考資料 九州再エネコールセンター情報提供窓口開設のご案内チラシ 

※【次第】、【資料３】については各県版を配布 

 

４）会場別登壇者一覧 

〈福岡県会場〉 

開会挨拶 九州経済産業局 

資源エネルギー環境部 エネルギー対策課 

／課長補佐 稲場 昇 

特別講演 一般社団法人再生可能エネルギー長期安定電源推進協会

（REASP）／事務局長 川崎 雄介氏 

再生可能エネルギーを 

巡る政策動向について 

資源エネルギー庁 

再生可能エネルギー推進室／室長補佐 石丸 嵩祐 

九州地域の 

再エネ導入状況について 

九州経済産業局 

資源エネルギー環境部 エネルギー対策課／係長 秦 弘晃 

 

〈佐賀県会場〉 

開会挨拶 九州経済産業局 

資源エネルギー環境部 エネルギー対策課 

／課長補佐 田中 幸仁 

特別講演 一般社団法人再生可能エネルギー長期安定電源推進協会

（REASP）／事務局長 川崎 雄介氏 

再生可能エネルギーを 

巡る政策動向について 

資源エネルギー庁 

再生可能エネルギー推進室／室長 伊藤 隆庸 

九州地域の 

再エネ導入状況について 

九州経済産業局 

資源エネルギー環境部 エネルギー対策課／係長 秦 弘晃 
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〈長崎県会場〉 

開会挨拶 九州経済産業局 

資源エネルギー環境部 エネルギー対策課 

／課長補佐 田中 幸仁 

特別講演 一般社団法人再生可能エネルギー長期安定電源推進協会

（REASP）／事務局長 川崎 雄介氏 

再生可能エネルギーを 

巡る政策動向について 

資源エネルギー庁 

再生可能エネルギー推進室／課長補佐 村上 雄一 

九州地域の 

再エネ導入状況について 

九州経済産業局 

資源エネルギー環境部 エネルギー対策課／係長 秦 弘晃 

 

〈熊本県会場〉 

開会挨拶 九州経済産業局 

資源エネルギー環境部 エネルギー対策課 

／課長補佐 稲場 昇 

特別講演 一般社団法人再生可能エネルギー長期安定電源推進協会

（REASP）／事務局長 川崎 雄介氏 

再生可能エネルギーを 

巡る政策動向について 

資源エネルギー庁 

再生可能エネルギー推進室／室長 伊藤 隆庸 

※オンライン登壇 

九州地域の 

再エネ導入状況について 

九州経済産業局 

資源エネルギー環境部 エネルギー対策課／係員 灘 祐吏 

 

〈大分県会場〉 

開会挨拶 九州経済産業局 

資源エネルギー環境部 エネルギー対策課 

／課長補佐 稲場 昇 

※オンライン登壇 

特別講演 一般社団法人再生可能エネルギー長期安定電源推進協会

（REASP）／事務局長 川崎 雄介氏 

※オンライン登壇 

再生可能エネルギーを 

巡る政策動向について 

資源エネルギー庁 

再生可能エネルギー推進室／室長補佐 石丸 嵩祐 

九州地域の 

再エネ導入状況について 

九州経済産業局 

資源エネルギー環境部 エネルギー対策課／係員 灘 祐吏 
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〈宮崎県会場〉 

開会挨拶 九州経済産業局 

資源エネルギー環境部 エネルギー対策課 

／係長 草野 祐美 

特別講演 一般社団法人再生可能エネルギー長期安定電源推進協会

（REASP）／事務局長 川崎 雄介氏 

再生可能エネルギーを 

巡る政策動向について 

資源エネルギー庁 

再生可能エネルギー推進室／室長補佐 石丸 嵩祐 

九州地域の 

再エネ導入状況について 

九州経済産業局 

資源エネルギー環境部 エネルギー対策課 

／係員 小田 優理子 

 

〈鹿児島県会場〉 

開会挨拶 九州経済産業局 

資源エネルギー環境部 エネルギー対策課 

／係長 草野 祐美 

特別講演 一般社団法人再生可能エネルギー長期安定電源推進協会

（REASP）／事務局長 川崎 雄介氏 

再生可能エネルギーを 

巡る政策動向について 

資源エネルギー庁 

再生可能エネルギー推進室／係員 関 菜帆 

九州地域の 

再エネ導入状況について 

九州経済産業局 

資源エネルギー環境部 エネルギー対策課 

／係員 小田 優理子 

 

５）会場風景 

〈福岡県会場〉 

  



20 

 

  

〈佐賀県会場〉 

   

〈長崎県会場〉 

  

〈熊本県会場〉 
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〈大分県会場〉 

  

〈宮崎県会場〉 

  

〈鹿児島県会場〉 

  

 

６）参加結果 

［全県計］ 

・参加者数：130名（会場 72名、オンライン 58名） 

※参加形式比率：会場 55.3％、オンライン 44.6％ 

・参加自治体数：93自治体 

※九州管内全 240自治体に対する参加率：38.7％ 
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［各県別］ 

 
参加者数 参加 

自治体数 

各県の 

自治数に対する 

参加率 計 会場 オンライン 

福岡県 27 18 9 23 37.7% 

佐賀県 10 10 0 7 33.3% 

長崎県 18 4 14 11 50.0% 

熊本県 29 19 10 21 45.7% 

大分県 14 5 9 9 47.4% 

宮崎県 9 5 4 8 29.6% 

鹿児島県 23 11 12 14 31.8% 

 

７）アンケートの実施、収集及び取りまとめ 

【調査概要】 

・調査目的：今後、自治体と連携した再エネ特措法に基づく再エネ発電設備の適正

な導入に向けた取組の参考にする目的として実施 

・調査対象：連携強化セミナー参加者 

・調査方法：ウェブ形式 

・調査期間： 

福岡県 ９月４日（月）～８日（金） 

佐賀県 10 月５日（木）～11日（水） 

長崎県 10 月 6 日（木）～11日（水） 

熊本県 ９月 19 日（火）～22日（金） 

大分県 ９月５日（火）～８日（金） 

宮崎県 ９月 28 日（木）～10月４日（水） 

鹿児島県 ９月 29 日（月）～10月４日（水） 

・回答数： 

［全県計］69名／参加者 130名（回答率：53.1％） 

［各県別］ 

 回答人数 参加者数 回答率 

福岡県 14 27 51.9% 

佐賀県 5 10 50.0% 

長崎県 8 18 44.4% 

熊本県 17 29 58.6% 

大分県 8 14 57.1% 

宮崎県 5 9 55.6% 

鹿児島県 12 23 52.2% 
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【調査項目】 

問 1：参加された会場を教えてください。 

□福岡県 □佐賀県 □長崎県 □熊本県 

□大分県 □宮崎県 □鹿児島県 

問 2：参加形式を教えてください。 

□会場参加 □オンライン参加 

問 3：貴殿は再生可能エネルギー発電設備導入に係る担当部署に所属されている方です

か。 

□はい、所属している 

□いいえ、所属していない 

□その他（        ） 

問 4：本携強化セミナーにご参加された理由を教えてください。（複数回答） 

□特別講演（地方と再生可能エネルギーの共生）の内容に興味があったから 

□改正再エネ特措法や FIT 制度等に関する情報を得たかったから 

□地方自治体向け情報閲覧システムに関する情報を得たかったから 

□関係自治体と九州経済産業局の連携強化に向けた取組に興味があったから 

□その他（        ） 

問 5：「特別講演」は参考になりましたか。 

□大変参考になった 

□参考になった 

□どちらとも言えない 

□参考にならなかった 

自由記述（ご感想やご意見等） 

問 6：「再エネ特措法に基づく再エネ発電設備の適正な導入ついて／資源エネルギー庁」

は参考になりましたか。 

□大変参考になった 

□参考になった 

□どちらとも言えない 

□参考にならなかった 

自由記述（ご感想やご意見等） 

問 7：「関係自治体と九州経済産業局の連携強化に向けて／九州経済産業局」は参考にな

りましたか。 

□大変参考になった 

□参考になった 

□どちらとも言えない 

□参考にならなかった 

自由記述（ご感想やご意見等） 

問 8：「地方自治体向け情報閲覧システム」について教えてください。 
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□すでに活用している 

□今後活用しようと考えている 

□活用する予定はない 

□その他（        ） 

問 9：「地方自治体向け情報閲覧システム」についてご意見・ご感想、ご要望があればご

記入ください。 

自由記述 

問 10：再エネ設備の適正導入に向けて、経済産業省（九州経済産業局）に対するご要望

などあればご記入ください。 

自由記述 

問 11：本連携強化セミナーを通してのご意見・ご感想をご記入ください。 

自由記述 
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【集計結果】全県まとめ版及び各県別版を取りまとめた。 

［全県まとめ］ 

      

 

問１： 道府県

項目 件数 割合

福岡県 14 20.3

佐賀県 5 7.2

長崎県 8 11.6

熊本県 17 24.6

大分県 8 11.6

宮崎県 5 7.2

鹿児島県 12 17.4

不明・無回答 0 0.0

合計 69 100.0

問2：参加形式を教えてください。

項目 件数 割合

会場参加 41 59.4

オンライン参加 28 40.6

不明・無回答 0 0.0

合計 69 100.0

問3：貴殿は再生可能エネルギー発電設備導入に係る担当部署に所属されている方ですか。

項目 件数 割合

はい、所属している 55 79.7

いいえ、所属していない 13 18.8

その他 1 1.4

不明・無回答 0 0.0

合計 69 100.0

その他内容

問4：本携強化セミナーにご参加された理由を教えてください。（複数回答）

項目 件数 割合

特別講演（地方と再生可能

エネルギーの共生）の内容

に興味があったから

28 40.6

改正再エネ特措法やFIT制度

等に関する情報を得たかっ

たから

26 37.7

地方自治体向け情報閲覧シ

ステムに関する情報を得た

かったから

5 7.2

関係自治体と九州経済産業

局の連携強化に向けた取組

に興味があったから

9 13.0

その他 1 1.4

不明・無回答 0 0.0

合計 69 100.0

町民対象の住宅用エネルギーシステムの設置等に

関する環境担当部署

会場参加

59.4%

オンライン参加

40.6%

参加形式
（n=69）

はい、所属して

いる

79.7%

いいえ、所属し

ていない

18.8%

その他

1.4%

再生可能エネルギー発電設備導入に係る担当部署に

所属しているか
（n=69）

40.6

37.7

7.2

13.0

1.4

0.0

特別講演（地方と再生可能エネルギーの共

生）の内容に興味があったから

改正再エネ特措法やFIT制度等に関する情

報を得たかったから

地方自治体向け情報閲覧システムに関する

情報を得たかったから

関係自治体と九州経済産業局の連携強化に

向けた取組に興味があったから

その他

不明・無回答

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

(%)

本連携強化セミナー参加の理由
（n=69）

福岡県

20.3%

佐賀県

7.2%

長崎県

11.6%
熊本県

24.6%

大分県

11.6%

宮崎県

7.2%

鹿児島県

17.4%

参加形式
（n=69）

図表 2-1 連携強化セミナー参加アンケート集計結果 
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問5：「特別講演」は参考になりましたか。

項目 件数 割合

大変参考になった 19 27.5

参考になった 39 56.5

どちらとも言えない 9 13.0

参考にならなかった 2 2.9

不明・無回答 0 0.0

合計 69 100.0

問6：「再エネ特措法に基づく再エネ発電設備の適正な導入ついて／資源エネルギー庁」は参考になりましたか。

項目 件数 割合

大変参考になった 19 27.5

参考になった 44 63.8

どちらとも言えない 5 7.2

参考にならなかった 0 0.0

不明・無回答 1 1.4

合計 69 100.0

問7：「関係自治体と九州経済産業局の連携強化に向けて／九州経済産業局」は参考になりましたか。

項目 件数 割合

大変参考になった 19 27.5

参考になった 42 60.9

どちらとも言えない 7 10.1

参考にならなかった 1 1.4

不明・無回答 0 0.0

合計 69 100.0

問8：「地方自治体向け情報閲覧システム」について教えてください。

項目 件数 割合

すでに活用している 15 21.7

今後活用しようと考えている 42 60.9

活用する予定はない 7 10.1

その他 5 7.2

不明・無回答 0 0.0

合計 69 100.0

その他内容

再生可能エネルギー発電設備導入に係る担当部署

や管理部門ではないため、今後の運用については

判断および意思決定不能

活用を検討する

担当部署ではないため、不明。

あることを知らなかったため内容を確認する。

検討中

大変参考に

なった

27.5%

参考になった

56.5%

どちらとも言え

ない

13.0%

参考にならな

かった

2.9%

「特別講演」は参考になったか
（n=69）

大変参考に

なった

27.5%

参考になった

63.8%

どちらとも言え

ない

7.2%

不明・無回答

1.4%

「再エネ特措法に基づく再エネ発電設備の適正な導入

ついて／資源エネルギー庁」は参考になったか
（n=69）

大変参考に

なった

27.5%

参考になった

60.9%

どちらとも言え

ない

10.1%

参考にならな

かった

1.4%

「関係自治体と九州経済産業局の連携強化に向けて／

九州経済産業局」は参考になったか
（n=69）

すでに活用して

いる

21.7%

今後活用しよう

と考えている

60.9%

活用する予定は

ない

10.1%

その他

7.2%

「地方自治体向け情報閲覧システム」について
（n=69）
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［各県別］ 

〈福岡県会場〉 

 

問1：参加地設問の為、表記無し

問2：参加形式を教えてください。

項目 件数 割合

会場参加 10 71.4

オンライン参加 4 28.6

不明・無回答 0 0.0

合計 14 100.0

問3：貴殿は再生可能エネルギー発電設備導入に係る担当部署に所属されている方ですか。

項目 件数 割合

はい、所属している 13 92.9

いいえ、所属していない 0 0.0

その他 1 7.1

不明・無回答 0 0.0

合計 14 100.0

その他内容

問4：本携強化セミナーにご参加された理由を教えてください。（複数回答）

項目 件数 割合

特別講演（地方と再生可能

エネルギーの共生）の内容

に興味があったから

8 57.1

改正再エネ特措法やFIT制度

等に関する情報を得たかっ

たから

5 35.7

地方自治体向け情報閲覧シ

ステムに関する情報を得た

かったから

1 7.1

関係自治体と九州経済産業

局の連携強化に向けた取組

に興味があったから

0 0.0

その他 0 0.0

不明・無回答 0 0.0

合計 14 100.0

問5：「特別講演」は参考になりましたか。

項目 件数 割合

大変参考になった 3 21.4

参考になった 10 71.4

どちらとも言えない 1 7.1

参考にならなかった 0 0.0

不明・無回答 0 0.0

合計 14 100.0

町民対象の住宅用エネルギーシステムの設置等に

関する環境担当部署

会場参加

71.4%

オンライン参加

28.6%

福岡県 参加形式
（n=14）

はい、所属して

いる

92.9%

その他

7.1%

福岡県 再生可能エネルギー発電設備導入に係る担当

部署に所属しているか
（n=14）

大変参考に

なった

21.4%

参考になった

71.4%

どちらとも言え

ない

7.1%

福岡県 「特別講演」は参考になったか
（n=14）

57.1

35.7

7.1

0.0

0.0

0.0

特別講演（地方と再生可能エネルギーの共

生）の内容に興味があったから

改正再エネ特措法やFIT制度等に関する情

報を得たかったから

地方自治体向け情報閲覧システムに関する

情報を得たかったから

関係自治体と九州経済産業局の連携強化に

向けた取組に興味があったから

その他

不明・無回答

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

(%)

福岡県 本連携強化セミナー参加の理由
（n=14）
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問6：「再エネ特措法に基づく再エネ発電設備の適正な導入ついて／資源エネルギー庁」は参考になりましたか。

項目 件数 割合

大変参考になった 3 21.4

参考になった 9 64.3

どちらとも言えない 2 14.3

参考にならなかった 0 0.0

不明・無回答 0 0.0

合計 14 100.0

問7：「関係自治体と九州経済産業局の連携強化に向けて／九州経済産業局」は参考になりましたか。

項目 件数 割合

大変参考になった 3 21.4

参考になった 10 71.4

どちらとも言えない 1 7.1

参考にならなかった 0 0.0

不明・無回答 0 0.0

合計 14 100.0

問8：「地方自治体向け情報閲覧システム」について教えてください。

項目 件数 割合

すでに活用している 2 14.3

今後活用しようと考えている 9 64.3

活用する予定はない 2 14.3

その他 1 7.1

不明・無回答 0 0.0

合計 14 100.0

その他内容

検討中

大変参考に

なった

21.4%

参考になった

64.3%

どちらとも言え

ない

14.3%

福岡県「再エネ特措法に基づく再エネ発電設備の適正

な導入ついて／資源エネルギー庁」は参考になったか
（n=14）

大変参考に

なった

21.4%

参考になった

71.4%

どちらとも言え

ない

7.1%

福岡県 「関係自治体と九州経済産業局の連携強化に

向けて／九州経済産業局」は参考になったか
（n=14）

すでに活用して

いる

14.3%

今後活用しよう

と考えている

64.3%

活用する予定は

ない

14.3%

その他

7.1%

福岡県 「地方自治体向け情報閲覧システム」について
（n=14）
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〈佐賀県会場〉 

 

 

問1：参加地設問の為、表記無し

問2：参加形式を教えてください。

項目 件数 割合

会場参加 5 100.0

オンライン参加 0 0.0

不明・無回答 0 0.0

合計 5 100.0

問3：貴殿は再生可能エネルギー発電設備導入に係る担当部署に所属されている方ですか。

項目 件数 割合

はい、所属している 5 100.0

いいえ、所属していない 0 0.0

その他 0 0.0

不明・無回答 0 0.0

合計 5 100.0

問4：本携強化セミナーにご参加された理由を教えてください。（複数回答）

項目 件数 割合

特別講演（地方と再生可能

エネルギーの共生）の内容

に興味があったから

2 40.0

改正再エネ特措法やFIT制度

等に関する情報を得たかっ

たから

3 60.0

地方自治体向け情報閲覧シ

ステムに関する情報を得た

かったから

0 0.0

関係自治体と九州経済産業

局の連携強化に向けた取組

に興味があったから

0 0.0

その他 0 0.0

不明・無回答 0 0.0

合計 5 100.0

問5：「特別講演」は参考になりましたか。

項目 件数 割合

大変参考になった 2 40.0

参考になった 3 60.0

どちらとも言えない 0 0.0

参考にならなかった 0 0.0

不明・無回答 0 0.0

合計 5 100.0

会場参加

100.0%

佐賀県 参加形式
（n=5）

はい、所属して

いる

100.0%

佐賀県 再生可能エネルギー発電設備導入に係る担当

部署に所属しているか
（n=5）

大変参考に

なった

40.0%

参考になった

60.0%

佐賀県 「特別講演」は参考になったか
（n=5）

40.0

60.0

0.0

0.0

0.0

0.0

特別講演（地方と再生可能エネルギーの共

生）の内容に興味があったから

改正再エネ特措法やFIT制度等に関する情

報を得たかったから

地方自治体向け情報閲覧システムに関する

情報を得たかったから

関係自治体と九州経済産業局の連携強化に

向けた取組に興味があったから

その他

不明・無回答

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

(%)

佐賀県 本連携強化セミナー参加の理由
（n=5）
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問5：「特別講演」は参考になりましたか。

項目 件数 割合

大変参考になった 2 40.0

参考になった 3 60.0

どちらとも言えない 0 0.0

参考にならなかった 0 0.0

不明・無回答 0 0.0

合計 5 100.0

問6：「再エネ特措法に基づく再エネ発電設備の適正な導入ついて／資源エネルギー庁」は参考になりましたか。

項目 件数 割合

大変参考になった 2 40.0

参考になった 3 60.0

どちらとも言えない 0 0.0

参考にならなかった 0 0.0

不明・無回答 0 0.0

合計 5 100.0

問7：「関係自治体と九州経済産業局の連携強化に向けて／九州経済産業局」は参考になりましたか。

項目 件数 割合

大変参考になった 1 20.0

参考になった 4 80.0

どちらとも言えない 0 0.0

参考にならなかった 0 0.0

不明・無回答 0 0.0

合計 5 100.0

問8：「地方自治体向け情報閲覧システム」について教えてください。

項目 件数 割合

すでに活用している 0 0.0

今後活用しようと考えている 4 80.0

活用する予定はない 0 0.0

その他 1 20.0

不明・無回答 0 0.0

合計 5 100.0

その他内容

あることを知らなかったため内容を確認する。

大変参考に

なった

40.0%

参考になった

60.0%

佐賀県 「特別講演」は参考になったか
（n=5）

大変参考に

なった

40.0%参考になった

60.0%

佐賀県「再エネ特措法に基づく再エネ発電設備の適正

な導入ついて／資源エネルギー庁」は参考になったか
（n=5）

大変参考になっ

た

20.0%

参考になった

80.0%

佐賀県 「関係自治体と九州経済産業局の連携強化に

向けて／九州経済産業局」は参考になったか
（n=5）

今後活用しよう

と考えている

80.0%

その他

20.0%

佐賀県 「地方自治体向け情報閲覧システム」について
（n=5）
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〈長崎県会場〉 

 

 

問1：参加地設問の為、表記無し

問2：参加形式を教えてください。

項目 件数 割合

会場参加 2 25.0

オンライン参加 6 75.0

不明・無回答 0 0.0

合計 8 100.0

問3：貴殿は再生可能エネルギー発電設備導入に係る担当部署に所属されている方ですか。

項目 件数 割合

はい、所属している 5 62.5

いいえ、所属していない 3 37.5

その他 0 0.0

不明・無回答 0 0.0

合計 8 100.0

問4：本携強化セミナーにご参加された理由を教えてください。（複数回答）

項目 件数 割合

特別講演（地方と再生可能

エネルギーの共生）の内容

に興味があったから

1 12.5

改正再エネ特措法やFIT制度

等に関する情報を得たかっ

たから

5 62.5

地方自治体向け情報閲覧シ

ステムに関する情報を得た

かったから

1 12.5

関係自治体と九州経済産業

局の連携強化に向けた取組

に興味があったから

1 12.5

その他 0 0.0

不明・無回答 0 0.0

合計 8 100.0

問5：「特別講演」は参考になりましたか。

項目 件数 割合

大変参考になった 2 25.0

参考になった 2 25.0

どちらとも言えない 4 50.0

参考にならなかった 0 0.0

不明・無回答 0 0.0

合計 8 100.0

会場参加

25.0%

オンライン参加

75.0%

長崎県 参加形式
（n=8）

はい、所属して

いる

62.5%

いいえ、所属し

ていない

37.5%

長崎県 再生可能エネルギー発電設備導入に係る担当

部署に所属しているか
（n=8）

大変参考に

なった

25.0%

参考になった

25.0%

どちらとも言え

ない

50.0%

長崎県 「特別講演」は参考になったか
（n=8）

12.5

62.5

12.5

12.5

0.0

0.0

特別講演（地方と再生可能エネルギーの共

生）の内容に興味があったから

改正再エネ特措法やFIT制度等に関する情

報を得たかったから

地方自治体向け情報閲覧システムに関する

情報を得たかったから

関係自治体と九州経済産業局の連携強化に

向けた取組に興味があったから

その他

不明・無回答

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

(%)

長崎県 本連携強化セミナー参加の理由
（n=8）
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問6：「再エネ特措法に基づく再エネ発電設備の適正な導入ついて／資源エネルギー庁」は参考になりましたか。

項目 件数 割合

大変参考になった 3 37.5

参考になった 4 50.0

どちらとも言えない 1 12.5

参考にならなかった 0 0.0

不明・無回答 0 0.0

合計 8 100.0

問7：「関係自治体と九州経済産業局の連携強化に向けて／九州経済産業局」は参考になりましたか。

項目 件数 割合

大変参考になった 3 37.5

参考になった 4 50.0

どちらとも言えない 1 12.5

参考にならなかった 0 0.0

不明・無回答 0 0.0

合計 8 100.0

問8：「地方自治体向け情報閲覧システム」について教えてください。

項目 件数 割合

すでに活用している 2 25.0

今後活用しようと考えている 4 50.0

活用する予定はない 1 12.5

その他 1 12.5

不明・無回答 0 0.0

合計 8 100.0

その他内容

担当部署ではないため、不明。

大変参考になっ

た

37.5%
参考になった

50.0%

どちらとも言え

ない

12.5%

長崎県「再エネ特措法に基づく再エネ発電設備の適正

な導入ついて／資源エネルギー庁」は参考になったか
（n=8）

大変参考になっ

た

37.5%

参考になった

50.0%

どちらとも言え

ない

12.5%

長崎県 「関係自治体と九州経済産業局の連携強化に

向けて／九州経済産業局」は参考になったか
（n=8）

すでに活用して

いる

25.0%

今後活用しよう

と考えている

50.0%

活用する予定は

ない

12.5%

その他

12.5%

長崎県 「地方自治体向け情報閲覧システム」について
（n=8）
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〈熊本県会場〉 

 

 

 

 

問1：参加地設問の為、表記無し

問2：参加形式を教えてください。

項目 件数 割合

会場参加 12 70.6

オンライン参加 5 29.4

不明・無回答 0 0.0

合計 17 100.0

問3：貴殿は再生可能エネルギー発電設備導入に係る担当部署に所属されている方ですか。

項目 件数 割合

はい、所属している 15 88.2

いいえ、所属していない 2 11.8

その他 0 0.0

不明・無回答 0 0.0

合計 17 100.0

問4：本携強化セミナーにご参加された理由を教えてください。（複数回答）

項目 件数 割合

特別講演（地方と再生可能

エネルギーの共生）の内容

に興味があったから

6 35.3

改正再エネ特措法やFIT制度

等に関する情報を得たかっ

たから

7 41.2

地方自治体向け情報閲覧シ

ステムに関する情報を得た

かったから

2 11.8

関係自治体と九州経済産業

局の連携強化に向けた取組

に興味があったから

1 5.9

その他 1 5.9

不明・無回答 0 0.0

合計 17 100.0

問5：「特別講演」は参考になりましたか。

項目 件数 割合

大変参考になった 4 23.5

参考になった 11 64.7

どちらとも言えない 2 11.8

参考にならなかった 0 0.0

不明・無回答 0 0.0

合計 17 100.0

会場参加

70.6%

オンライ

ン参加

29.4%

熊本県 参加形式
（n=17）

はい、所属して

いる

88.2%

いいえ、所属し

ていない

11.8%

熊本県 再生可能エネルギー発電設備導入に係る

担当部署に所属しているか
（n=17）

大変参考に

なった

23.5%

参考になった

64.7%

どちらとも言え

ない

11.8%

熊本県 「特別講演」は参考になったか
（n=17）

35.3

41.2

11.8

5.9

5.9

0.0

特別講演（地方と再生可能エネルギーの共

生）の内容に興味があったから

改正再エネ特措法やFIT制度等に関する情

報を得たかったから

地方自治体向け情報閲覧システムに関する

情報を得たかったから

関係自治体と九州経済産業局の連携強化に

向けた取組に興味があったから

その他

不明・無回答

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

(%)

熊本県 本連携強化セミナー参加の理由
（n=17）
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問6：「再エネ特措法に基づく再エネ発電設備の適正な導入ついて／資源エネルギー庁」は参考になりましたか。

項目 件数 割合

大変参考になった 4 23.5

参考になった 12 70.6

どちらとも言えない 1 5.9

参考にならなかった 0 0.0

不明・無回答 0 0.0

合計 17 100.0

問7：「関係自治体と九州経済産業局の連携強化に向けて／九州経済産業局」は参考になりましたか。

項目 件数 割合

大変参考になった 4 23.5

参考になった 11 64.7

どちらとも言えない 2 11.8

参考にならなかった 0 0.0

不明・無回答 0 0.0

合計 17 100.0

問8：「地方自治体向け情報閲覧システム」について教えてください。

項目 件数 割合

すでに活用している 5 29.4

今後活用しようと考えている 11 64.7

活用する予定はない 0 0.0

その他 1 5.9

不明・無回答 0 0.0

合計 17 100.0

その他内容

再生可能エネルギー発電設備導入に係る担当部署や管理部門ではないため、今後の運用については判断および意思決定不能

大変参考に

なった

23.5%

参考になった

70.6%

どちらとも言え

ない

5.9%

熊本県「再エネ特措法に基づく再エネ発電設備の適正

な導入ついて／資源エネルギー庁」は参考になったか
（n=17）

大変参考に

なった

23.5%

参考になった

64.7%

どちらとも言え

ない

11.8%

熊本県 「関係自治体と九州経済産業局の連携強化に

向けて／九州経済産業局」は参考になったか
（n=17）

すでに活用して

いる

29.4%

今後活用しよう

と考えている

64.7%

その他

5.9%

熊本県 「地方自治体向け情報閲覧システム」について
（n=17）
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〈大分県会場〉 

 

 

問1：参加地設問の為、表記無し

問2：参加形式を教えてください。

項目 件数 割合

会場参加 4 50.0

オンライン参加 4 50.0

不明・無回答 0 0.0

合計 8 100.0

問3：貴殿は再生可能エネルギー発電設備導入に係る担当部署に所属されている方ですか。

項目 件数 割合

はい、所属している 6 75.0

いいえ、所属していない 2 25.0

その他 0 0.0

不明・無回答 0 0.0

合計 8 100.0

問4：本携強化セミナーにご参加された理由を教えてください。（複数回答）

項目 件数 割合

特別講演（地方と再生可能

エネルギーの共生）の内容

に興味があったから

3 37.5

改正再エネ特措法やFIT制度

等に関する情報を得たかっ

たから

4 50.0

地方自治体向け情報閲覧シ

ステムに関する情報を得た

かったから

0 0.0

関係自治体と九州経済産業

局の連携強化に向けた取組

に興味があったから

1 12.5

その他 0 0.0

不明・無回答 0 0.0

合計 8 100.0

問5：「特別講演」は参考になりましたか。

項目 件数 割合

大変参考になった 2 25.0

参考になった 6 75.0

どちらとも言えない 0 0.0

参考にならなかった 0 0.0

不明・無回答 0 0.0

合計 8 100.0

会場参加

50.0%

オンライン参加

50.0%

大分県 参加形式
（n=8）

はい、所属して

いる

75.0%

いいえ、所属し

ていない

25.0%

大分県 再生可能エネルギー発電設備導入に係る担当

部署に所属しているか
（n=8）

大変参考に

なった

25.0%

参考になった

75.0%

大分県 「特別講演」は参考になったか
（n=8）

37.5

50.0

0.0

12.5

0.0

0.0

特別講演（地方と再生可能エネルギーの共

生）の内容に興味があったから

改正再エネ特措法やFIT制度等に関する情

報を得たかったから

地方自治体向け情報閲覧システムに関する

情報を得たかったから

関係自治体と九州経済産業局の連携強化に

向けた取組に興味があったから

その他

不明・無回答

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

(%)

大分県 本連携強化セミナー参加の理由
（n=14）
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問6：「再エネ特措法に基づく再エネ発電設備の適正な導入ついて／資源エネルギー庁」は参考になりましたか。

項目 件数 割合

大変参考になった 2 25.0

参考になった 6 75.0

どちらとも言えない 0 0.0

参考にならなかった 0 0.0

不明・無回答 0 0.0

合計 8 100.0

問7：「関係自治体と九州経済産業局の連携強化に向けて／九州経済産業局」は参考になりましたか。

項目 件数 割合

大変参考になった 2 25.0

参考になった 5 62.5

どちらとも言えない 1 12.5

参考にならなかった 0 0.0

不明・無回答 0 0.0

合計 8 100.0

問8：「地方自治体向け情報閲覧システム」について教えてください。

項目 件数 割合

すでに活用している 3 37.5

今後活用しようと考えている 4 50.0

活用する予定はない 0 0.0

その他 1 12.5

不明・無回答 0 0.0

合計 8 100.0

その他内容

活用を検討する

大変参考に

なった

25.0%

参考になった

75.0%

大分県「再エネ特措法に基づく再エネ発電設備の適正

な導入ついて／資源エネルギー庁」は参考になったか
（n=14）

大変参考に

なった

25.0%

参考になった

62.5%

どちらとも言え

ない

12.5%

大分県 「関係自治体と九州経済産業局の連携強化に

向けて／九州経済産業局」は参考になったか
（n=14）

すでに活用して

いる

37.5%

今後活用しよう

と考えている

50.0%

その他

12.5%

大分県 「地方自治体向け情報閲覧システム」について
（n=14）
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〈宮崎県会場〉 

 

 

 

 

 

問1：参加地設問の為、表記無し

問2：参加形式を教えてください。

項目 件数 割合

会場参加 3 60.0

オンライン参加 2 40.0

不明・無回答 0 0.0

合計 5 100.0

問3：貴殿は再生可能エネルギー発電設備導入に係る担当部署に所属されている方ですか。

項目 件数 割合

はい、所属している 4 80.0

いいえ、所属していない 1 20.0

その他 0 0.0

不明・無回答 0 0.0

合計 5 100.0

問4：本携強化セミナーにご参加された理由を教えてください。（複数回答）

項目 件数 割合

特別講演（地方と再生可能

エネルギーの共生）の内容

に興味があったから

4 80.0

改正再エネ特措法やFIT制度

等に関する情報を得たかっ

たから

0 0.0

地方自治体向け情報閲覧シ

ステムに関する情報を得た

かったから

0 0.0

関係自治体と九州経済産業

局の連携強化に向けた取組

に興味があったから

1 20.0

その他 0 0.0

不明・無回答 0 0.0

合計 5 100.0

問5：「特別講演」は参考になりましたか。

項目 件数 割合

大変参考になった 3 60.0

参考になった 2 40.0

どちらとも言えない 0 0.0

参考にならなかった 0 0.0

不明・無回答 0 0.0

合計 5 100.0

会場参加

60.0%

オンライン参加

40.0%

宮崎県 参加形式
（n=5）

はい、所属して

いる

80.0%

いいえ、所属し

ていない

20.0%

宮崎県 再生可能エネルギー発電設備導入に係る担当

部署に所属しているか
（n=5）

大変参考に

なった

60.0%

参考になった

40.0%

宮崎県 「特別講演」は参考になったか
（n=5）

80.0
0.0

0.0

20.0

0.0

0.0

特別講演（地方と再生可能エネルギーの共

生）の内容に興味があったから

改正再エネ特措法やFIT制度等に関する情

報を得たかったから

地方自治体向け情報閲覧システムに関する

情報を得たかったから

関係自治体と九州経済産業局の連携強化に

向けた取組に興味があったから

その他

不明・無回答

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

(%)

宮崎県 本連携強化セミナー参加の理由
（n=5）
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問6：「再エネ特措法に基づく再エネ発電設備の適正な導入ついて／資源エネルギー庁」は参考になりましたか。

項目 件数 割合

大変参考になった 2 40.0

参考になった 2 40.0

どちらとも言えない 0 0.0

参考にならなかった 0 0.0

不明・無回答 1 20.0

合計 5 100.0

問7：「関係自治体と九州経済産業局の連携強化に向けて／九州経済産業局」は参考になりましたか。

項目 件数 割合

大変参考になった 2 40.0

参考になった 2 40.0

どちらとも言えない 1 20.0

参考にならなかった 0 0.0

不明・無回答 0 0.0

合計 5 100.0

問8：「地方自治体向け情報閲覧システム」について教えてください。

項目 件数 割合

すでに活用している 0 0.0

今後活用しようと考えている 4 80.0

活用する予定はない 1 20.0

その他 0 0.0

不明・無回答 0 0.0

合計 5 100.0

大変参考に

なった

40.0%

参考になった

40.0%

不明・無回答

20.0%

宮崎県「再エネ特措法に基づく再エネ発電設備の適正

な導入ついて／資源エネルギー庁」は参考になったか
（n=5）

大変参考に

なった

40.0%

参考になった

40.0%

どちらとも言え

ない

20.0%

宮崎県 「関係自治体と九州経済産業局の連携強化に

向けて／九州経済産業局」は参考になったか
（n=5）

今後活用しよう

と考えている

80.0%

活用する予定は

ない

20.0%

宮崎県 「地方自治体向け情報閲覧システム」について
（n=5）
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〈鹿児島県会場〉 

 

 

 

 

 

問1：参加地設問の為、表記無し

問2：参加形式を教えてください。

項目 件数 割合

会場参加 5 41.7

オンライン参加 7 58.3

不明・無回答 0 0.0

合計 12 100.0

問3：貴殿は再生可能エネルギー発電設備導入に係る担当部署に所属されている方ですか。

項目 件数 割合

はい、所属している 7 58.3

いいえ、所属していない 5 41.7

その他 0 0.0

不明・無回答 0 0.0

合計 12 100.0

問4：本携強化セミナーにご参加された理由を教えてください。（複数回答）

項目 件数 割合

特別講演（地方と再生可能

エネルギーの共生）の内容

に興味があったから

4 33.3

改正再エネ特措法やFIT制度

等に関する情報を得たかっ

たから

2 16.7

地方自治体向け情報閲覧シ

ステムに関する情報を得た

かったから

1 8.3

関係自治体と九州経済産業

局の連携強化に向けた取組

に興味があったから

5 41.7

その他 0 0.0

不明・無回答 0 0.0

合計 12 100.0

問5：「特別講演」は参考になりましたか。

項目 件数 割合

大変参考になった 3 25.0

参考になった 6 50.0

どちらとも言えない 2 16.7

参考にならなかった 1 8.3

不明・無回答 0 0.0

合計 12 100.0

会場参加

41.7%

オンライン参加

58.3%

鹿児島県 参加形式
（n=12）

はい、所属し

ている

58.3%

いいえ、所属して

いない

41.7%

鹿児島県 再生可能エネルギー発電設備導入に係る担

当部署に所属しているか
（n=12）

大変参考に

なった

25.0%

参考になった

50.0%

どちらとも言え

ない

16.7%

参考にならな

かった

8.3%

鹿児島県 「特別講演」は参考になったか
（n=12）

33.3

16.7

8.3

41.7

0.0

0.0

特別講演（地方と再生可能エネルギーの共

生）の内容に興味があったから

改正再エネ特措法やFIT制度等に関する情

報を得たかったから

地方自治体向け情報閲覧システムに関する

情報を得たかったから

関係自治体と九州経済産業局の連携強化に

向けた取組に興味があったから

その他

不明・無回答

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

(%)

鹿児島県 本連携強化セミナー参加の理由
（n=12）
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８）会議内容の議事録 

     各県、各プログラムの質疑応答内容の議事録を作成した。 

  

問6：「再エネ特措法に基づく再エネ発電設備の適正な導入ついて／資源エネルギー庁」は参考になりましたか。

項目 件数 割合

大変参考になった 3 25.0

参考になった 8 66.7

どちらとも言えない 1 8.3

参考にならなかった 0 0.0

不明・無回答 0 0.0

合計 12 100.0

問7：「関係自治体と九州経済産業局の連携強化に向けて／九州経済産業局」は参考になりましたか。

項目 件数 割合

大変参考になった 4 33.3

参考になった 7 58.3

どちらとも言えない 1 8.3

参考にならなかった 0 0.0

不明・無回答 0 0.0

合計 12 100.0

問8：「地方自治体向け情報閲覧システム」について教えてください。

項目 件数 割合

すでに活用している 3 25.0

今後活用しようと考えている 6 50.0

活用する予定はない 3 25.0

その他 0 0.0

不明・無回答 0 0.0

合計 12 100.0

大変参考に

なった

25.0%

参考になった

66.7%

どちらとも言え

ない

8.3%

鹿児島県「再エネ特措法に基づく再エネ発電設備の適正な

導入ついて／資源エネルギー庁」は参考になったか
（n=12）

大変参考に

なった

33.3%

参考になった

58.3%

どちらとも言え

ない

8.3%

鹿児島県 「関係自治体と九州経済産業局の連携強化

に向けて／九州経済産業局」は参考になったか
（n=12）

すでに活用して

いる

25.0%

今後活用しようと

考えている

50.0%

活用する予定は

ない

25.0%

鹿児島県「地方自治体向け情報閲覧システム」について
（n=1２）
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（２）再エネ発電設備導入に係る事例のヒアリング 

再エネ発電設備導入にあたり、不適切案件対応に苦慮する自治体や、円滑な連携

体制を構築している自治体等に個別ヒアリングを行った。 

 

①実施概要 

１）ヒアリングの目的 

近年、「再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（再エネ特

措法）」に基づく「固定価格買取制度（FIT制度）」等により、再エネ発電設備の

普及が進むと共に、将来の主力電源化に向けて、設備の長期的な運営や、地域と

の共生等が目指されている。一方で、法令違反等の疑いがあり、発電設備の近隣

住民に不安を与えている案件や、安全に係るトラブルの可能性がある案件が散見

されており、主力電源化への大きな障害となっている。 

そこでこのような状況への対応を検討するため、再エネ発電設備導入にあたり

法令違反等の対応への課題抽出や、円滑な連携体制を構築している事例の発掘を

目的として実施した。 

なお、本調査結果は、再エネ発電設備関連事業に係る検討材料や、経済産業省

内及び省外への事案紹介のための利用を前提とする。 

 

２）ヒアリングの対象 

九州各県（福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県）の自治体 

 

３）ヒアリング方法及び時間 

原則対面にて１～２時間 ※対面でのヒアリング不可の場合オンライン可 

 

４）ヒアリング期間 

    令和５年 10 月～令和６年 2月 

 

②実施準備 

１）ヒアリング対象自治体の選定 

選定方法： デスクリサーチ（アンケート調査によらないヒアリング事例候補）

や再エネ特措法担当者名簿登録自治体を対象とした九州地域の再エ

ネ発電設備導入に係るアンケート調査（ウェブ形式）結果を基に九

州経済産業局と協議の結果以下自治体を選定した。 

 

選定数：  20 自治体 

選定自治体： 

・福岡県：みやま市、みやこ町 

・佐賀県：武雄市、玄海町 

・長崎県：壱岐市、雲仙市 
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・熊本県：荒尾市、水俣市、天草市、南関町、南阿蘇村 

・大分県：大分市、佐伯市、由布市 

・宮崎県：綾町、 農町 

・鹿児島県：鹿屋市、阿久根市、さつま町、瀬戸内町 

 

２）ヒアリング項目 

ア 再エネ発電設備が地域と共生できている特徴的な事例 

イ 不適切案件の解消に向けた特徴的な事例 

ウ 関係自治体との連携強化に向けたご要望、ご意見など 

 

③実施結果 

１）実施結果詳細 

ヒアリング先 
実施日時 実地場所等 

自治体名 担当課 

みやま市 環境経済部 エネルギー政策

課 エネルギー政策係  

12 月 15日(金) 

10 時 00分～ 

みやま市役所 

みやこ町 住民課  生活環境係 11 月 20日(月) 

13 時 00分～ 

みやこ町役場 

武雄市 環境課 環境課 環境係 10 月４日(水) 

10 時 00分～ 

武雄市役所 

玄海町 ・生活環境課 

・農林水産課  

11 月２日(水) 

15 時 00分～ 

玄海町役場 

壱岐市 総務部 SDGs 未来課 11 月６日(月) 

13 時 30分～ 

壱岐市役所 

雲仙市 環境水道部 環境政策課 11 月 21日(火) 

14 時 00分～ 

雲仙市 

荒尾市  環境保全課 ゼロカーボン推

進室 

12 月１日(金) 

14 時 00分～ 

荒尾市役所  

水俣市 経済振興課 経済振興室 11 月６日(月) 

9 時 30 分～ 

水俣市役所 

天草市 市民生活部 市民環境課 市

民環境対策係 

11 月 30日(木) 

14 時 00分～ 

天草市役所 

南関町 税務住民課 環境対策係 12 月１日(金) 

10 時 00分～ 

南関町役場 

南阿蘇村 水・環境課 10 月 18日(水) 

13 時 30分～ 

南阿蘇村役場 

※午前中、「南阿蘇湯

の谷地熱発電所」を現

地視察 
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大分市 環境部 環境対策課 環境保全

担当班 

11 月 13日(月) 

14 時 30分～ 

大分市役所 

佐伯市 ・市民生活部 環境対策課 

環境企画係 

・建設部  市計画課 計

画・区画整理係 

11 月 14日(火) 

9 時 30 分～ 

佐伯市役所 

由布市 ・総合政策課 

・ 市景観推進課 景観・公

園係 

11 月 13日(月) 

10 時 00分～ 

由布市役所 

綾町 ・ユネスコエコパーク推進室 

・農林振興課 

・総合政策課 まちづくり推

進係 

11 月 10日(金) 

10 時 00分～ 

綾町役場 

 農町 住民課 林務新エネルギー係 11 月 10日(金) 

15 時 00分～ 

 農町役場 

鹿屋市 政策推進課 11 月７日(火) 

11 時 30分～ 

鹿屋市役所  

阿久根市 企画調整課 10 月 26日(水) 

13 時 30分～ 

阿久根市役所  

さつま町 ・企画政策課 

・社会教育課 

・耕地林業課 

・町民環境課 

10 月 27日(金) 

10 時 00分～ 

さつま町役場 

※午後から「泊野川水

力発電所」、「さつま町

バイオマス発電所」、

「JRE さつま太陽光発

電所」を現地視察 

瀬戸内町 ・企画課 産業立地係 

・水産観光課 観光振興係 

・水産観光課 世界自然遺産

せとうち町対策室長 

11 月 28日(火) 

15 時 00分～ 

瀬戸内町役場 
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２）ヒアリング調査結果 

ヒアリング調査に基づき、各自治体の詳細版 20件（ワードファイル詳細版）

及び調査レポート（パワーポイント）を作成した。 

 

 

 

 

  
 

図表 2-2 ヒアリング調査結果レポート（公開版） 
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３．不適切案件等を含む問い合わせ・情報提供への対応に係るスキームの構築

及び提案 
 

第 2章の実施内容「１．発電事業者の不適切案件情報提供対応」「２．関係自治体との

連携強化」の事業を通して得られた情報や知見の整理・分析を行い、具体的なスキームの

構築と対応方法を取りまとめた。概要は下記のとおりである。 

詳細は、別添納品物により、担当課に提案した。 

 

（１）基本方針 

不適切案件は大部分が潜在している可能性が危惧され、設備の老朽化や社会的認知の高

まり、法改正等、何らかの環境変化によって急激に顕在化する事態も起こり得る。これに

備えるためには、マニュアルやシステムの整備による個々の対応の効率化と、自治体等と

の適切な役割分担を含む、対応体制の拡充を図る必要がある。 

 

（２）不適切案件の全体像 

不適切案件は、抵触する法令に照らして、概ね下記の通り整理できる。明確に法令に違

反する場合もあれば、そうではない場合もあるが、いずれの法律に違反するかを分かりや

すく示すことが重要である。 

 

図表 3-1  不適切案件の全体像 
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（３）不適切案件対応の類型整理と対応方法 

不適切案件対応のスキームを検討するにあたっては、前段にて整理した不適切案件の違

法性に加えて、関係者に起因する障害の程度（事業者の対応の誠実さ等）が対応の負担を

左右する要素として重要である。その点を踏まえて、不適切案件対応の類型、並びに対応

方法と対応者案を下記のとおり整理する。 

 

図表 3-2  不適切案件対応の類型整理 

 

 

 

図表 3-３  不適切案件対応の類型整理ごとの対応方法 

 

不適切案件対応方針 対応方法 対応者 

類型① マニュアル対応 ・マニュアルにより省力化しながら対応する。 

・国又は自治体等により対応する。 

国、自治体等 

類型② 国による対応要請 ・国により関係者に対応願い、類型①に転換さ

せる。 

自治体等を国

が支援 

類型③ コミュニケーショ

ン支援 

・関係者を整理し、適切なコミュニケーション

を支援する。 

自治体等を国

が支援 

類型④ 個別調査対応 ・案件ごとに、違法性等の詳細調査を実施する 国 
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（４）不適切案件対応に向けた公知情報の整備 

以上の対応方針を社会に実装することの前提条件として、不適切案件対応マニュアル

等、国からの情報提供が必要である。 

必要と考えられる公知情報は下記のとおりである。 

 

図表 3-4  整備すべき公知情報 

 

No 
対象 

(公開範囲) 
形式 内容 目的 

1

※ 

一般 HP ・不適切案件の類型 

・不適切案件対応の類型 

・不適切案件の対応事例、問合事

例の紹介 

・情報提供先（センター連絡先） 

・不適切案件対応の

認知 

・対応体制の拡充（役

割分担の明確化） 

・通報の促進 

2 自治体等 機密性の保

たれる方法

（紙媒体、

鍵付き HP

等） 

・不適切案件対応マニュアル 

・不適切案件対応に向けた各種フ

ォーマット、様式 

・自治体による対応

支援 

 

※当項の社会的認知が高まるほど、不適切案件が顕在化する可能性がある。自治体を含む

対応体制全体の処理能力に留意し、徐々に認知を広げていくことが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上 
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